
 

○滋賀県中小企業の活性化の推進に関する条例 

平成24年12月28日 

滋賀県条例第66号 

滋賀県中小企業の活性化の推進に関する条例をここに公布する。 

滋賀県中小企業の活性化の推進に関する条例 

滋賀の中小企業は、地域の経済や社会の担い手として、生産や消費活動、さらには雇用や

地域づくりなどの面において、重要な役割を果たしている。 

全国有数の「モノづくり県」である本県産業を支えているのは、確かな技術や品質管理を

誇る滋賀の中小企業である。また、「売り手よし、買い手よし、世間よし」の「三方よし」

に代表される近江商人の精神は、滋賀の中小企業に受け継がれている。 

しかしながら、今、中小企業を取り巻く経済や社会の状況を見ると、人口減少や少子高齢

化によって生産活動を支える労働力や国内需要が減少し、ライフスタイルや意識の変化によ

って消費行動は変化している。さらには、アジア等の新興国の台頭や急激な円高により、コ

ストダウンの圧力が高まり、産業の空洞化なども懸念され、また、自然災害などに対する危

機管理も課題となっている。 

滋賀の経済や社会が今後も持続的に発展していくためには、その主役である中小企業の活

性化が不可欠である。これによって、地域でヒト、モノ、カネ、情報の集積と好循環が生ま

れていく。 

また、厳しい経済や社会の状況の中にあっても、中小企業には、未来に向け果敢に事業活

動を展開するとともに、強みや可能性を伸ばしながら様々な課題を乗り越え、地域で生き生

きと活躍することが強く求められている。 

私たちは、中小企業が本県経済の持続的な発展の原動力となり、また、地域に貢献する企

業として成長するよう、様々な関係者による一層の連携と協力の下に、中小企業の活性化を

推進していくことを決意し、ここに滋賀県中小企業の活性化の推進に関する条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、中小企業の活性化に関し、基本理念を定め、および県の責務等を明ら

かにするとともに、中小企業の活性化に関する施策（以下「中小企業活性化施策」という。）

の基本となる事項を定め、中小企業活性化施策を総合的かつ計画的に実施することにより、

中小企業の活性化を推進し、もって本県の経済および社会の発展に寄与することを目的と

する。 

（定義） 

資料２－２



 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 中小企業者 中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に規定する中

小企業者であって、県内に事務所または事業所を有するものをいう。 

(2) 中小企業の活性化 中小企業による自らの成長を目指す取組および地域社会の持続

的かつ健全な発展に貢献しようとする取組が促進され、その人材に関する取組が効果的

かつ適正に行われ、その経営基盤が強化され、ならびに産業分野の特性に応じた中小企

業の事業活動が活発に行われることにより、中小企業が地域の経済および社会の担い手

としての役割を主体的に果たしつつ、その多様で活力ある発展が図られることをいう。 

(3) 小規模企業者 中小企業基本法第２条第５項に規定する小規模企業者であって、県

内に事務所または事業所を有するものをいう。 

(4) 大企業者 中小企業者以外の事業者（会社および個人に限る。）であって、県内に

事務所または事業所を有するものをいう。 

（一部改正〔平成28年条例40号・令和６年25号〕） 

（基本理念） 

第３条 中小企業の活性化は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。 

(1) 中小企業者の自主的な努力および創造的な活動が尊重されること。 

(2) 小規模企業の活力が最大限に発揮され、その事業の持続的な発展が図られること。 

(3) 小規模企業者に配慮する等中小企業者の経営規模が勘案されること。 

(4) 地域の特性に応じた産業の振興、地域住民の利便の増進その他の地域づくりに資す

るものとなること。 

(5) ものづくり産業（製造業その他の工業製品の設計、製造または修理と密接に関連す

る事業活動を行う業種をいう。以下同じ。）の集積、環境の保全のためのこれまでの取

組その他の本県の特色が生かされること。 

(6) 県、中小企業者、関係団体等（中小企業に関係する団体、大企業者、大学その他の

教育研究機関（以下「大学等」という。）および金融機関をいう。以下同じ。）、国お

よび他の地方公共団体の連携および協力が図られること。 

（一部改正〔平成28年条例40号〕） 

（県の責務） 

第４条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、中小企業

活性化施策を総合的に策定し、および実施するものとする。 



 

２ 県は、中小企業活性化施策の策定および実施に当たり、中小企業者、関係団体等、国お

よび他の地方公共団体との連携に努めるとともに、中小企業者および関係団体等に対し、

必要な情報の提供、助言、支援または調整を行うものとする。 

３ 県は、中小企業の活性化に市町が果たす役割の重要性に鑑み、市町が中小企業活性化施

策を策定し、および実施しようとするときは、必要な情報の提供、助言、支援または調整

を行うものとする。 

（中小企業者の努力） 

第５条 中小企業者は、基本理念にのっとり、経済的社会的環境の変化に対応して、自主的

かつ自立的に経営の向上および改善に努めるものとする。 

２ 中小企業者は、基本理念にのっとり、商工会議所、商工会、商店街振興組合等への加入、

地域における雇用の機会の創出、地域づくりへの参画等により、地域の経済および社会に

貢献するよう努めるものとする。 

（関係団体等の役割） 

第６条 中小企業に関係する団体は、基本理念にのっとり、中小企業の活性化のために支援

および協力を積極的に行うよう努めるものとする。 

２ 大企業者は、基本理念にのっとり、その事業の実施に当たっては、中小企業者との取引

の拡充、中小企業者の研究開発に対する支援、商工会議所、商工会、商店街振興組合等へ

の加入その他の方法により、中小企業の活性化に資するよう努めるものとする。 

３ 大学等は、基本理念にのっとり、中小企業者の研究開発、新規事業の創出ならびに人材

の確保および育成に対する支援その他の方法により、中小企業の活性化に資するよう努め

るものとする。 

４ 金融機関は、基本理念にのっとり、中小企業者の資金需要に対する適切かつ積極的な対

応、経営改善に対する支援その他の方法により、中小企業の活性化に資するよう努めるも

のとする。 

（県民の役割） 

第７条 県民は、基本理念にのっとり、中小企業の活性化が地域の経済および社会の発展に

寄与することについての関心および理解を深めるとともに、中小企業者が供給する物品の

購入その他の方法により、中小企業の活性化に資するよう努めるものとする。 

（中小企業活性化施策の基本） 

第８条 県が実施する中小企業活性化施策は、次項から第５項までに定める施策を基本とす

るものとする。 



 

２ 県は、中小企業による自らの成長を目指す取組および地域社会の持続的かつ健全な発展

に貢献しようとする取組が円滑に行われるようにするため、次に掲げる施策を講ずるもの

とする。 

(1) 将来において成長発展が期待される分野への参入に向けた環境の整備、当該分野に

おける研究開発に対する支援その他の方法により、当該分野における中小企業の参入お

よび事業活動の促進を図ること。 

(2) 地域の実情および特性を踏まえた商品および役務の開発に対する支援、これらの利

用の推進その他の方法により、県民の安全および安心に配慮した中小企業の事業活動の

促進を図ること。 

(3) 海外における新たな需要の開拓に対する支援、外国との経済交流の推進その他の方

法により、中小企業の海外における円滑な事業の展開の促進を図ること。 

(4) 地域社会に存する課題に対応した新たな製品、技術および役務の開発に対する支援、

これらの開発に関する普及啓発その他の方法により、当該課題の解決に資する中小企業

の事業活動の促進を図ること。 

(5) 創業に向けた環境の整備、創業に関する気運の醸成、新商品の開発に対する支援そ

の他の方法により、中小企業の創業および新たな事業の創出の促進を図ること。 

３ 県は、中小企業の人材に関する取組が効果的かつ適正に行われるようにするため、次に

掲げる施策を講ずるものとする。 

(1) 雇用に関する情報の提供、中小企業における多様な人材の就労の機会の提供その他

の方法により、中小企業の事業活動を担う人材の確保の促進を図ること。 

(2) 勤労観および職業観の醸成、職業能力の開発および向上の促進その他の方法により、

中小企業の事業活動を担う人材の育成の促進を図ること。 

(3) 労働者が個々の事情に応じて意欲を持って働くことができる就業環境の整備に対す

る支援、勤務条件の改善に関する意識の啓発その他の方法により、中小企業の魅力ある

職場づくりの推進を図ること。 

４ 県は、中小企業の経営基盤が強化されるようにするため、次に掲げる施策を講ずるもの

とする。 

(1) 資金の供給の円滑化、経済的社会的環境の変化に対応した経営の維持および改善に

関する支援体制の整備その他の方法により、中小企業の経営の安定および向上を図るこ

と。 

(2) 事業および技術の円滑な承継に対する支援体制の整備、これらの承継に関する意識



 

の啓発その他の方法により、中小企業の事業および技術の承継の促進を図ること。 

(3) 県の物品、役務等の調達に関する中小企業者の受注の機会の増大、中小企業者が供

給する物品、役務等に対する情報の発信その他の方法により、中小企業者が供給する物

品、役務等に対する需要の増進を図ること。 

(4) 自然災害、感染症等への対策に対する支援、サイバーセキュリティ（サイバーセキ

ュリティ基本法（平成26年法律第104号）第２条に規定するサイバーセキュリティをい

う。）の推進に関する情報の発信、知的財産の保護の推進その他の方法により、中小企

業の危機管理能力の向上を図ること。 

５ 県は、産業分野の特性に応じ、中小企業の事業活動が活発に行われるようにするため、

次に掲げる施策を講ずるものとする。 

(1) 付加価値の高い製品の開発能力の向上および製品の新たな需要の開拓に対する支援、

地場産業における製品の魅力の発信、企業の設備投資の促進その他の方法により、もの

づくり産業を担う中小企業の事業機会の増大を図ること。 

(2) 商店街への来訪客の増加を図るための環境の整備、商店街における創業の促進その

他の方法により、小売商業およびサービス業の振興を通じた中小企業の事業機会の増大

を図ること。 

(3) 新たな観光資源の発掘、観光資源の魅力の増進およびその発信、これらを活用した

事業の推進その他の方法により、観光客の来訪および滞在の促進による中小企業の事業

機会の増大を図ること。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、産業分野の特性に応じた中小企業の事業機会の増大を

図ること。 

（一部改正〔令和６年条例25号〕） 

（連携および協力の推進） 

第９条 県は、中小企業活性化施策を効果的に実施するため、事業の分野を異にする事業者

の交流の機会の提供、共同研究の実施に対する支援その他の方法により、中小企業者およ

び関係団体等の有機的な連携を促進するものとする。 

２ 中小企業者および関係団体等は、中小企業活性化施策の実施について協力するよう努め

るものとする。 

（実施計画） 

第10条 知事は、毎年度、中小企業活性化施策の総合的かつ計画的な実施を図るための計

画（以下「実施計画」という。）を策定するものとする。 



 

２ 知事は、実施計画を定めるに当たっては、あらかじめ、滋賀県中小企業活性化審議会の

意見を聴かなければならない。 

３ 知事は、実施計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

４ 前２項の規定は、実施計画の変更（軽微な変更を除く。）について準用する。 

（検証および施策への反映） 

第11条 知事は、毎年度、実施計画の実施の状況を検証するとともに、その検証の結果を

遅滞なく、公表しなければならない。 

２ 知事は、前項の規定による検証の実施に当たっては、滋賀県中小企業活性化審議会の意

見を聴かなければならない。 

３ 知事は、第１項の検証の結果を中小企業活性化施策に適切に反映させるよう努めるもの

とする。 

（中小企業者等の意見の反映） 

第12条 県は、中小企業活性化施策の策定および実施に当たっては、中小企業者、関係団

体等および市町の意見を反映することができるよう必要な措置を講ずるものとする。 

（調査研究の実施等） 

第13条 県は、中小企業活性化施策を効果的に実施するため、必要な調査および研究を行

うとともに、その成果の普及に努めるものとする。 

（推進体制の整備） 

第14条 県は、中小企業活性化施策を総合的かつ計画的に推進するため、必要な体制の整

備を図るものとする。 

（財政上および税制上の措置） 

第15条 県は、中小企業活性化施策を推進するため、必要な財政上および税制上の措置を

講ずるよう努めるものとする。 

（滋賀県中小企業活性化審議会） 

第16条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項の規定に基づき、知事の

附属機関として、滋賀県中小企業活性化審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

２ 審議会は、第10条第２項および第11条第２項に規定する事項を調査審議するほか、知

事の諮問に応じ、中小企業の活性化に関する事項を調査審議するものとする。 

３ 審議会は、前項の調査審議を行うほか、中小企業の活性化に関する事項に関し、知事に

意見を述べることができる。 

（審議会の組織等） 



 

第17条 審議会は、委員20人以内で組織する。 

２ 委員は、中小企業の活性化に関し学識経験を有する者、県民から公募した者その他知事

が適当と認める者のうちから知事が任命する。 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることを妨げない。 

５ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織および運営に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

（滋賀県ちいさな企業応援月間） 

第18条 県民の間に広く小規模企業をはじめとする中小企業への関心および理解を深める

とともに、小規模企業者等による中小企業活性化施策の活用を促進するため、滋賀県ちい

さな企業応援月間を設ける。 

２ 滋賀県ちいさな企業応援月間は、７月とする。 

３ 県は、小規模企業者をはじめとする中小企業者、関係団体等、国および市町と連携して、

滋賀県ちいさな企業応援月間の趣旨にふさわしい事業を実施するよう努めるものとする。 

（追加〔平成28年条例40号〕、一部改正〔令和６年条例25号〕） 

付 則 

１ この条例は、平成25年４月１日から施行する。 

２ 滋賀県中小企業振興審議会設置条例（昭和38年滋賀県条例第34号）は、廃止する。 

３ 滋賀県特別職の職員の給与等に関する条例（昭和28年滋賀県条例第10号）の一部を次

のように改正する。 

〔次のよう〕略 

付 則（平成28年条例第40号） 

この条例は、平成28年４月１日から施行する。 

付 則（令和６年条例第25号） 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 



 

○近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する条例 

平成28年３月23日 

滋賀県条例第12号 

近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する条例をここに公布する。 

近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する条例 

滋賀県は、古来、近江国と称され、数少ない一国からなる県である。古くから交通の要衝

となり、常に人やもの、情報が行き交うといった地理的な条件や琵琶湖とこれを取り囲む

山々をはじめとする豊かな自然環境等に基づく独特の風土、文化等の中から、固有の原材料、

生産の技術や方法等を用いて、地域に密着した産業や独自の産品が生まれ、発展してきた。 

その近江の地場産業は、長い歴史の中で先人の知力によって育まれ、地場産業から生み出

される地場産品の価値を全国に発信するとともに、地域の雇用を支える等、地域経済の中心

的な役割を果たしてきた。 

しかし、少子高齢化等の社会経済情勢の変化に伴い、国内の需要、雇用や就業の形態等が

多様化し、産業構造が変化する中で、地域を基盤とする地場産業は、経営の規模が小さく、

生産の効率を高めにくく、その取り巻く環境は極めて厳しいものがある。 

近江の地場産業や近江の地場産品は、地域を代表し、地域の住民にとっては誇りであり、

その持つ力を最大限に発揮し、地場産業を活性化し、雇用の機会を創出できる成長産業とな

るように更に育成していくとともに、関係者が互いに連携を図りながら協働して、地場産業

が主体となった豊かな地域づくりを進め、地域の個性と特色を生かした地方創生を実現して

いくことが必要である。 

私たちは、長い歴史や独特の風土、文化等の中で生まれ、固有の原材料、生産の技術や方

法等を継承してきた近江の地場産業や近江の地場産品が果たしてきた役割の重要性を認識

し、近江の地場産業事業者等の競争力を強化し、近江の地場産品に対する新たな需要を開拓

することはもとより、これまで近江の地場産業や近江の地場産品で培われた優秀な技術や技

能を活用しながら、消費者の需要に即した新商品の開発や新たな事業の展開を図る等の時代

の変化に適合していくための新たな取組を積極的に推進していくことにより地域経済およ

び地域社会の発展に寄与できるよう、近江の地場産業や近江の地場産品を振興していくこと

を決意し、ここに近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関し、県の責務ならび

に近江の地場産業事業者および近江の地場産品製造等事業者（以下「近江の地場産業事業



 

者等」という。）ならびに県民の役割を明らかにするとともに、近江の地場産業および近

江の地場産品の振興に関する施策の基本となる事項を定め、近江の地場産業および近江の

地場産品の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進することにより、これまで培われ

た優れた技術および技能を活用して、近江の地場産業および近江の地場産品が時代の変化

に適合していくための新たな取組の積極的な推進を図り、もって地域経済および地域社会

の発展に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「近江の地場産業」とは、歴史、風土その他の地域の特性、経営

資源等に基づき県内の地域に密着した工業に属する中小企業に係る企業群であって、知事

が別に定めるものが行う事業をいう。 

２ この条例において「近江の地場産業事業者」とは、県内において近江の地場産業に係る

事業を行う者をいう。 

３ この条例において「近江の地場産品」とは、次の各号のいずれかに該当する物品をいう。 

(1) 近江の地場産業で製造される物品 

(2) 伝統的な技術、技能等を用いて県内で製造される工芸品であって、次のいずれかに

該当するもの 

ア 伝統的工芸品産業の振興に関する法律（昭和49年法律第57号）第２条第１項の規

定により経済産業大臣が指定した伝統的工芸品 

イ アに掲げる伝統的工芸品に準ずるものとして知事が別に定める伝統的な工芸品 

(3) 県内で生産され、本県を代表する農産物、林産物、畜産物および水産物ならびにこ

れらを原料または材料として製造し、または加工した物品であって、知事が認めるもの 

４ この条例において「近江の地場産品製造等事業者」とは、前項第２号および第３号に掲

げる物品を製造し、もしくは加工し、または生産する事業を行う者をいう。 

（一部改正〔令和６年条例26号〕） 

（基本理念） 

第３条 近江の地場産業および近江の地場産品の振興は、次に掲げる事項を基本理念として

行われなければならない。 

(1) 近江の地場産品の価値を高め、その新たな価値を生み出すとともに、その価値を広

く周知すること等により、近江の地場産品の需要を拡大すること。 

(2) 近江の地場産業事業者等の育成および自立を図ることができるよう、近江の地場産

業事業者等の経営基盤の強化を図ること。 



 

(3) 関係者が相互に連携を図りながら協働して、地域の特性を生かし、社会経済情勢の

変化に的確に対応した新商品の開発、新たな販路の開拓および多様な分野における事業

の展開を推進すること。 

(4) 近江の地場産業および近江の地場産品の振興の担い手となる人材（以下「担い手人

材」という。）の確保、育成および資質の向上を図るとともに、近江の地場産業および

近江の地場産品に係る優れた技術および技能（以下「優れた技術等」という。）の継承

を推進すること。 

（県の責務） 

第４条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、近江の地

場産業および近江の地場産品の振興に関する総合的な施策を策定し、および計画的に実施

するものとする。 

２ 県は、前項の規定による施策の策定および実施に当たっては、近江の地場産業事業者等、

市町、大学等の研究機関その他関係者との連携協力に努めるものとする。 

３ 県は、基本理念にのっとり、近江の地場産品の需要の拡大を図る社会的気運を醸成する

とともに、近江の地場産品を積極的に活用し、または使用するよう努めるものとする。 

４ 県は、市町が近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する施策を策定し、およ

び実施するときは、必要な情報の提供、助言、支援または調整を行うものとする。 

（近江の地場産業事業者等の役割） 

第５条 近江の地場産業事業者等は、その事業活動を行うに当たっては、基本理念にのっと

り、優れた技術等を活用して、常に創意工夫を行い、その能力を十分に発揮すること等に

より、時代の変化に適合していくための新たな取組を積極的に行うよう努めるものとする。 

（県民の役割） 

第６条 県民は、基本理念にのっとり、近江の地場産業および近江の地場産品に対する関心

および理解を深め、近江の地場産品の価値に関する有用な情報を広く発信するとともに、

近江の地場産品に愛着を持ち、日常生活において近江の地場産品を積極的に使用するよう

努めるものとする。 

（基本指針） 

第７条 知事は、近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する施策の総合的な推進

を図るため、近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する基本的な指針（以下「基

本指針」という。）を策定しなければならない。 

２ 基本指針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 



 

(1) 近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する基本的な方向 

(2) 近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する目標 

(3) 近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する施策の内容 

(4) その他近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する重要事項 

３ 知事は、社会経済情勢の変化その他事情の変化により必要が生じたときは、基本指針を

変更するものとする。 

４ 知事は、基本指針を策定し、または変更したときは、遅滞なく、これを適切な方法によ

り公表しなければならない。 

（基本的な施策） 

第８条 県は、基本指針に基づき、近江の地場産業および近江の地場産品を振興するため、

次に掲げる施策を講ずるものとする。 

(1) 近江の地場産品の需要の拡大を図るため、新商品の開発に関する支援、インターネ

ットその他情報通信技術の活用による情報の提供、国内外の多様な需要に応じた商品の

販売および商談会等の開催による新たな販路の開拓の促進その他必要な措置を講ずる

こと。 

(2) 近江の地場産業事業者等の経営基盤の強化を図るため、経営の改善および合理化、

資金の供給の円滑化その他必要な措置を講ずること。 

(3) 近江の地場産業事業者等の競争力を強化し、近江の地場産品に対する新たな需要を

開拓するため、消費者の需要に即した新商品の開発等を図るための調査研究、優れた技

術等を活用した多様な分野における事業の展開の促進その他必要な措置を講ずること。 

(4) 担い手人材の確保、育成および資質の向上に対する支援、伝統的な工芸品を製造す

る技術および技能をはじめとした優れた技術等の継承の推進その他必要な措置を講ず

ること。 

(5) 近江の地場産業および近江の地場産品に対する関心および理解を深めるため、近江

の地場産業および近江の地場産品の振興に向けた普及啓発、多様な学習の機会の提供そ

の他必要な措置を講ずること。 

(6) 近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する実態について定期的に調査を

行い、当該調査に係る情報および資料を分析し、ならびに提供すること。 

（顕彰） 

第９条 県は、近江の地場産業および近江の地場産品の振興を図るため、近江の地場産業お

よび近江の地場産品の振興に寄与したものに対する顕彰を行うものとする。 



 

（実施状況の公表） 

第10条 知事は、毎年度、近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する施策に係

る実施状況を公表しなければならない。 

（推進体制の整備） 

第11条 県は、近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する施策を総合的かつ計

画的に推進するため、体制の整備、関係者による協議会の設置その他必要な措置を講ずる

ものとする。 

（財政上の措置） 

第12条 県は、近江の地場産業および近江の地場産品の振興に関する施策を推進するため

に必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則（令和６年条例第26号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 


